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 Subject matter of the contract : Renewal

Work of auxiliary and electrical equipment

at Nikkogawakakou Pumping Station in

Owariseibu Function preservation project

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms : 5 : 00 P.M., 26 May, 2023

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system and relevant

documents for qualification : 5 : 00 P.M., 23

June, 2023, in case of submission of tenders

by documents : 5 : 00 P.M., 23 June, 2023

 Contact point for tender documentation :

Adjustment Section, Design Division, Rural

Development Department, Tokai Regional

Agricultural Administration Office, 122
Sannomaru, Naka‑ku, Nagoya city, Aichi

prefecture, 4608516, Japan. TEL 052
2017271 ex. 2614

〇第２号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 新濃尾（二期）農地防災事業 新
木津用水路春日井高山工区（その２）改修工
事
 工事場所 愛知県春日井市高山町及び大手
田酉町地内
 工事内容 本工事は、国営新濃尾土地改良
事業計画に基づき、新木津用水路の改修を行
うものである。
施工延長 Ｌ＝206371ｍ（ｅｑ＝＋0012
ｍ）、測点 №95＋58341～№97＋64700
内訳：水路工 Ｌ＝206371ｍ

プレキャストＬ形水路 Ｌ＝
206371ｍ
付帯工 １式
構造物撤去工 １式
復旧工 １式
仮設工 １式

 工期 契約締結日から令和８年３月10日ま
で。
 使用する主要な資機材 プレキャストＬ形
水路 Ｌ＝206371ｍ
 本工事は、次の内容によって行われる。
 本工事は、工期の前に、建設資材や建設
労働者などが確保できるよう余裕期間制度
を活用する試行工事である。
詳細は、特別仕様書に示すとおりである。

 本工事は、提出された競争参加資格確認
申請書（以下「申請書」という。）及び資料
に基づき、価格と価格以外の要素を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札
方式（標準Ａ型）である。また、品質確保
のための体制、その他の施工体制の確保状
況を確認し、施工内容を確実に実現できる
かどうかについて審査し、評価を行う施工
体制確認型総合評価落札方式の試行工事で
ある。
 本工事は、品質・安全等の確保がされな
いおそれがある極端な低価格での調達を見
込んでいないかなどを厳格に調査する特別
重点調査の試行工事である。
 本工事は、予算決算及び会計令（昭和22
年勅令第165号。以下「予決令」という。）
第85条に基づく調査基準価格（以下「調査
基準価格」という。）を下回った価格をもっ
て契約する者に対して、予決令第86条に規
定する調査（以下「低入札価格調査」とい
う。）及び、監督体制の強化等により品質確
保等の対策を実施する対象工事である。
なお、低入札価格調査の結果については、
公表するものとする。

 本工事は、調査基準価格を下回った価格
をもって契約する者に対して、施工確認段
階等において監督職員が文書により受注者
に改善を指示した場合、その回数に応じて、
以降１年間東海農政局管内（岐阜県、愛知
県、三重県）の別の新規直轄工事における
応募時の加算点の減点や入札参加制限等を
実施する試行工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける、契約後ＶＥ方式の対象工
事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務付けられた
工事である。
 本工事は、入札説明書の交付、申請書及
び資料の提出、受領に係わる確認並びに入
札について、原則として電子入札システム
により行う対象工事である。ただし、電子
入札システムによりがたい場合は、紙入札

方式の承諾に関する承諾願を提出し、発注
者の承諾を得た者は紙入札方式に代えるこ
とができる。
 本工事は、契約手続に係る書類の授受に
ついて、原則として電子契約システムによ
り行う対象工事である。ただし、電子契約
システムによりがたい場合は、紙契約方式
の承諾に関する承諾願を提出し、発注者の
承諾を得た者は紙契約方式に代えることが
できる。

 本工事の施工にあたり、「共通仮設費（率
分）のうち運搬費及び準備費」の下記に示
す経費（以下「実績変更対象経費」という。）
については、工事実施にあたって積算額と
実際の費用に乖離が生じた場合、契約締結
後、実績変更対象経費の支出実績を踏まえ
て最終積算変更時点で設計変更することが
できる工事である。
運搬費：建設機械の運搬費
準備費：伐開・除根、除草費

 本工事は、不足する建設資材の調達に要
する費用（購入費、輸送費等）について、
工事を円滑に実施するため遠隔地から調達
せざるを得ない場合において、これらの費
用の支出実績を踏まえて最終精算変更時点
で変更契約する試行工事である。

 本工事は、総価契約単価合意方式（包括
的単価個別合意方式）（以下「本方式」とい
う。）の試行工事であり、以下の内容に基づ
き実施する。
ア 本工事では、変更契約等における協議
の円滑化に資するため、契約締結後に、
受発注者間の協議により総価契約の内訳
としての単価等（共通仮設費、現場管理
費及び一般管理費等を含む。）について合
意するものとする。
イ 本方式の実施については、工事数量表
の細別の単価に請負代金比率（落札金額
を予決令第79条の規定に基づいて作成す
る予定価格（以下「予定価格」という。）
で除したもの。）を乗じて得た各金額につ
いて合意するものとする。
ウ 本方式の実施手続は、「総価契約単価合
意方式（包括的単価個別合意方式）の試
行について」（平成30年９月21日付け30農
振第1860号農村振興局整備部設計課長通
知）及び「総価契約単価合意方式（包括
的単価個別合意方式）の実施要領の解説
について」（平成30年９月21日付け事務連
絡農村振興局整備部設計課施工企画調整
室長通知）によるものとする。

 本工事は、誰でも働きやすい現場環境（快
適トイレ）の整備について、監督職員と協
議し、変更契約においてその整備に必要な
費用を計上する試行工事の対象である。
 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
 本工事は、賃上げの実施を表明した企業
を評価する工事である。
 本工事は、情報通信技術（ＩＣＴ）の活
用により生産性及び施工品質の向上を図る
ため、受注者の発議により、起工測量、設
計図書の精査、施工、出来形管理、出来形
管理資料の作成等において、情報化施工技
術を活用する対象工事の対象である。
 本工事は、週休２日に取り組むことを前
提として、労務費、機械経費（賃料）、共
通仮設費（率分）、現場管理費（率分）を
補正した試行対象工事である。受注者は、
週休２日を実施する希望がある場合、契約
後、工事着手前日までに週休２日の実施計
画書を監督職員へ提出し、本試行を適用す
ることができる。

 本工事は、入札書と技術提案書等の提出
を同時に行う試行工事である。
 本工事は、「共通仮設費（率分）のうち営
繕費」及び「現場管理費のうち労務管理費」
で次に示す費用（以下「実績変更対象費」
という。）について、工事実施に当たって不
足する技術者や技能者を広域的に確保せざ
るを得ない場合も考えられることから、契
約締結後、労務者確保に要する方策に変更
が生じ、農林水産省土地改良工事積算基準
等の金額相当では適正な工事の実施が困難
になった場合は、実績変更対象費の支出実
績を踏まえて最終精算変更時点で変更契約
する試行工事である。
営繕費：労務者送迎費、宿泊費、借上費
（宿泊費、借上費については、労務者
確保に係るものに限る。）
労務管理費：募集及び解散に要する費
用、賃金以外の食事や通勤等に要する
費用
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